


（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 243,323,133 ①普通会計地方債 46,697,895

②教育 129,125,883 ②公営事業地方債 53,651,873

③福祉 13,539,455  地方公共団体計 100,349,768

④環境衛生 69,214,208 (2) 関係団体

⑤産業振興 4,089,547 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 3,812,456 ②地方三公社長期借入金 5,552,072

⑦総務 23,266,840 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 5,552,072

⑨その他 0 (3) 長期未払金 1,468,996

有形固定資産計 486,371,522 (4) 引当金 14,294,889

(2) 無形固定資産 84,194 （うち退職手当等引当金） 14,054,977

(3) 売却可能資産 0 （うちその他の引当金） 239,912

公共資産合計 486,455,716 (5) その他 0

固定負債合計 121,665,725

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 547,086 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 0 ①地方公共団体 9,158,067

(3) 基金等 9,560,252 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 3,513,575  翌年度償還予定額計 9,158,067

(5) その他 164 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 1,552,727 (3) 未払金 1,256,756

投資等合計 12,068,350 (4) 翌年度支払予定退職手当 1,500,336

(5) 賞与引当金 863,083

(6) その他 311,786

３　流動資産 流動負債合計 13,090,028

(1) 資金 9,028,662

(2) 未収金 2,143,429 負　　債　　合　　計 134,755,753

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 38,843 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 635,612 １　公共資産等整備国県補助金等 20,749,009

流動資産合計 10,575,322 ２　公共資産等整備一般財源等 23,607,527

３　他団体及び民間出資分 5,000

４　その他一般財源等 △ 6,506,063

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 0

純　 資　 産　 合　 計 374,343,635

資　　産　　合　　計 509,099,388 負 債 及 び 純 資 産 合 計 509,099,388

連結貸借対照表
（平成２１年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



平成２１年３月３１日現在　住民基本台帳人口　269,573人 269,573 （単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 902,624 ①普通会計地方債 173,229

②教育 479,002 ②公営事業地方債 199,026

③福祉 50,226  地方公共団体計 372,255

④環境衛生 256,755 (2) 関係団体

⑤産業振興 15,170 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 14,143 ②地方三公社長期借入金 20,596

⑦総務 86,310 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 20,596

⑨その他 0 (3) 長期未払金 5,449

有形固定資産計 1,804,230 (4) 引当金 53,028

(2) 無形固定資産 312 （うち退職手当等引当金） 52,138

(3) 売却可能資産 0 （うちその他の引当金） 890

公共資産合計 1,804,542 (5) その他 0

固定負債合計 451,328

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 2,029 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 0 ①地方公共団体 33,972

(3) 基金等 35,464 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 13,034  翌年度償還予定額計 33,972

(5) その他 1 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 5,760 (3) 未払金 4,662

投資等合計 44,768 (4) 翌年度支払予定退職手当 5,566

(5) 賞与引当金 3,202

(6) その他 1,156

３　流動資産 流動負債合計 48,558

(1) 資金 33,492

(2) 未収金 7,952 負　　債　　合　　計 499,886

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 144 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 2,358

流動資産合計 39,230

４　繰延勘定 0

純　 資　 産　 合　 計 1,388,654

資　　産　　合　　計 1,888,540 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,888,540

市民１人あたり連結貸借対照表
（平成２１年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 14,788,445 12.0% 1,699,198 2,556,231 4,027,655 1,869,627 322,771 1,823,041 2,041,878 448,044 0

（２）退職手当等引当金繰入等 1,361,516 1.1% 111,738 211,680 305,227 353,681 24,169 167,373 178,575 9,073 0

１ （３）賞与引当金繰入額 863,082 0.7% 84,601 146,031 231,693 113,480 16,754 104,688 113,633 52,202 0

小　　計 17,013,043 13.8% 1,895,537 2,913,942 4,564,575 2,336,788 363,694 2,095,102 2,334,086 509,319 0

（１）物件費 16,671,208 13.5% 1,749,499 3,898,513 1,777,854 6,680,460 81,114 114,201 2,343,115 26,452 0

（２）維持補修費 1,155,767 0.9% 438,041 75,217 22,774 592,436 19,835 472 6,992 0

（３）減価償却費 11,680,923 9.4% 4,720,906 2,081,436 544,817 3,249,677 359,120 213,711 511,256 0

小　　計 29,507,898 23.9% 6,908,446 6,055,166 2,345,445 10,522,573 460,069 328,384 2,861,363 26,452 0 0

（１）社会保障給付 60,047,787 48.6% 268,165 59,779,622 0

（２）補助金等 12,209,741 9.9% 1,369,950 702,689 8,611,823 116,922 431,661 33,837 915,118 27,741 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

695,350 0.6% 241,104 0 337,522 0 21,283 0 95,441 0 0

小　　計 72,952,878 59.0% 1,611,054 970,854 68,728,967 116,922 452,944 33,837 1,010,559 27,741 0

（１）支払利息 3,177,433 2.6% 3,177,433

（２）回収不能見込計上額 595,944 0.5% 595,944

（３）その他行政コスト 403,506 0.3% 110,048 4,156 221,451 62,871 928 0 4,052 0 0

小　　計 4,176,883 3.4% 110,048 4,156 221,451 62,871 928 0 4,052 0 3,177,433 595,944 0

123,650,702 10,525,085 9,944,118 75,860,438 13,039,154 1,277,635 2,457,323 6,210,060 563,512 3,177,433 595,944 0

（　構　成　比　率　） 8.5% 8.0% 61.4% 10.5% 1.0% 2.0% 5.0% 0.5% 2.6% 0.5% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 2,001,017 624,291 270,352 379,328 342,529 2,789 1,621 109,030 0 0 0 271,077

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 22,677,599 146,191 23,189 21,393,589 1,097,829 2,920 0 0 0 0 0 13,881

３ 保 険 料 10,800,183 10,800,183

４ 事 業 収 益 8,797,420 2,762,680 60,698 0 5,467,216 1,017 0 28,066 0 477,743 0

5 その他特定行政サービス収入 211,795 61,157 4,508 106,335 19,215 11,618 0 8,962 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

44,488,014 3,594,319 358,747 32,679,435 6,926,789 18,344 1,621 146,058 0 477,743 0 284,958

ｂ／ａ 36.0% 34.2% 3.6% 43.1% 53.1% 1.4% 0.1% 2.4% 0.0% 15.0% 0.0%

79,162,688 6,930,766 9,585,371 43,181,003 6,112,365 1,259,291 2,455,702 6,064,002 563,512 2,699,690 595,944 0 △ 284,958（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b



平成２１年３月３１日現在　住民基本台帳人口　269,573人 269,573

　【経常行政コスト】 （単位：円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 54,859 12.0% 6,303 9,483 14,941 6,936 1,197 6,763 7,574 1,662 0

（２）退職手当等引当金繰入等 5,050 1.1% 414 785 1,132 1,312 90 621 662 34 0

１ （３）賞与引当金繰入額 3,202 0.7% 314 542 859 421 62 388 422 194 0

小　　計 63,111 13.8% 7,031 10,810 16,932 8,669 1,349 7,772 8,658 1,890 0

（１）物件費 61,843 13.5% 6,490 14,462 6,595 24,781 301 424 8,692 98 0

（２）維持補修費 4,288 0.9% 1,625 279 84 2,198 74 2 26 0

（３）減価償却費 43,331 9.4% 17,512 7,721 2,021 12,055 1,332 793 1,897 0

小　　計 109,462 23.9% 25,627 22,462 8,700 39,034 1,707 1,219 10,615 98 0

（１）社会保障給付 222,752 48.6% 995 221,757 0 0

（２）補助金等 45,293 9.9% 5,082 2,607 31,946 434 1,601 125 3,395 103 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

2,579 0.6% 894 0 1,252 0 79 0 354 0 0

小　　計 270,624 59.0% 5,976 3,602 254,955 434 1,680 125 3,749 103 0

（１）支払利息 11,787 2.6% 11,787

（２）回収不能見込計上額 2,210 0.5% 2,210

（３）その他行政コスト 1,497 0.3% 408 15 822 233 4 0 15 0 0

小　　計 15,494 3.4% 408 15 822 233 4 0 15 0 11,787 2,210 0

458,691 39,042 36,889 281,409 48,370 4,740 9,116 23,037 2,091 11,787 2,210 0

（　構　成　比　率　） 8.5% 8.0% 61.4% 10.5% 1.0% 2.0% 5.0% 0.5% 2.6% 0.5% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 7,423 2,316 1,003 1,407 1,271 10 6 404 0 0 0 1,006

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 84,124 542 86 79,361 4,072 11 0 0 0 0 0 52

３ 保 険 料 40,064 40,064

４ 事 業 収 益 32,634 10,248 225 0 20,281 4 0 104 0 1,772 0

5 その他特定行政サービス収入 786 227 17 395 71 43 0 33 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

165,031 13,333 1,331 121,227 25,695 68 6 541 0 1,772 0 1,058

ｂ／ａ 36.0% 34.2% 3.6% 43.1% 53.1% 1.4% 0.1% 2.4% 0.0% 15.0% 0.0%

293,660 25,709 35,558 160,182 22,675 4,672 9,110 22,496 2,091 10,015 2,210 0 △ 1,058（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

市民１人あたり連結行政コスト計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b



（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 370,100,188

純経常行政コスト △ 79,162,688

一般財源

地方税 45,859,937

地方交付税 226,623

その他行政コスト充当財源 6,166,872

補助金等受入 31,199,127

臨時損益

災害復旧事業費 △ 5,424

公共資産除売却損益 △ 9,824

投資損失 0

損失補償等引当金繰入 △ 85,264

その他 △ 3,333

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 8,046

無償受贈資産受入 95,454

その他 △ 29,987

期末純資産残高 374,343,635

連結純資産変動計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日



平成２１年３月３１日現在　住民基本台帳　269,573人 269,573

（単位：円）

純資産合計

期首純資産残高 1,372,913

純経常行政コスト △ 293,660

一般財源

地方税 170,121

地方交付税 841

その他行政コスト充当財源 22,876

補助金等受入 115,735

臨時損益

災害復旧事業費 △ 20

公共資産除売却損益 △ 37

投資損失 0

損失補償等引当金繰入 △ 316

その他 △ 12

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 30

無償受贈資産受入 354

その他 △ 111

期末純資産残高 1,388,654

市民１人あたり連結純資産変動計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２０年４月　１日

至　平成２１年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

18,403,933

16,863,312

60,047,787

12,208,061

3,259,268

1,419,850

112,202,211

45,663,737

0

226,623

29,350,885

1,999,961

21,717,185

10,338,769

9,166,618

1,329,252

1,957,700

0

0

35,840

4,748,220

0

126,534,790

14,332,579

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

7,866,720

695,350

0

0

0

0

11,906

876,000

41,489

1,008,524

8,573,976

1,848,242

3,200,200

0

6,974,455

△ 1,599,521

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

15,000

353,741

1,240,830

0

9,513,542

0

430,000

0

0

11,120

13,312,533

0

353,707

1,748,300

27,607

0

0

42,043

0

98,519

9,028,662

521,876

△ 12,790,657

0

△ 57,599

9,086,261

0

0



平成２１年３月３１日現在　住民基本台帳人口　269,573人 ##

（単位：円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

市民１人あたり連結資金収支計算書
自　平成２０年４月　１日

至　平成２１年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

68,271

62,556

222,751

45,287

12,090

5,267

416,222

169,393

0

841

108,879

7,419

80,562

38,352

34,004

4,931

7,262

0

0

133

17,614

0

469,390

53,168

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

29,182

2,580

0

0

0

0

44

3,250

154

3,741

31,806

6,856

11,871

0

25,872

△ 5,934

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

56

1,312

4,603

0

35,291

0

1,595

0

0

41

49,384

0

1,312

6,486

102

0

0

156

0

366

33,492

1,936

△ 47,448

0

△ 214

33,706

0

0



連結貸借対照表

■普通会計と比べて･･･

［ 資産の部 ］

（公共資産）

有形固定資産においては、生活インフラ等が2,433億円（50％ 、教育が）

1,291億円（27％）と大部分を占めています。また、公共下水道事業特別会

計などの資産の追加により生活インフラ等が８９１億円、水道事業会計などの

資産の追加により環境衛生が４０８億円と大きく増加しています。

（投資等）

投資等では、介護保険事業特別会計の基金により基金等が２２億円増加して

いるほか、保険料や使用料などにより長期延滞債権が２０億円、回収不能見込

額が１１億円増加しています。また、純計処理により、連結団体内への出資金

が減少しました。

（流動資産）

流動資産においては、資金が５０億円増加している一方で、保険料や使用料

などにより未収金及び回収不能見込額が増加しています。

［ 負債の部 ］

（固定負債）

固定負債では、公共下水道事業特別会計や水道事業会計などの地方債残高お

よび土地開発公社の長期借入金により地方債（長期借入金）が５９２億円増加

しています。また、各連結対象の退職手当引当金も計上しています。

（流動負債）

流動負債では、公共下水道事業特別会計や水道事業会計などの市債の翌年度

償還予定額が３８億円、水道事業会計や土地開発公社などの未払金が１２億円

増加しています。

［ 純資産の部 ］

純資産では、連結したことにより７３７億円増加しています。



連結行政コスト計算書

■普通会計と比べて･･･

（経常行政コスト）

［ 目的別 ］

経常行政コストでは、国民健康保険事業特別会計や大阪府後期高齢者医療広

域連合、介護保険事業特別会計などにより福祉が４７９億円増加しています。

また、水道事業会計などにより環境衛生も５５億円増加しています。

［ 性質別 ］

性質別では、大阪府後期高齢者医療広域連合や国民健康保険事業特別会計、

介護保険事業特別会計などにより社会保障給付が４４７億円と大きく増加して

います。また、国民健康保険事業特別会計などにより補助金等が８４億円増加

しています。

なお、純計処理により、他会計等への支出額が相殺消去されています。

（経常収益）

、 、経常収益では 大阪府後期高齢者医療広域連合や国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計などにより分担金・負担金等が２１９億円と大きく増加

。 、 、しています また 国民健康保険事業特別会計などにより保険料が１０８億円

水道事業会計などにより事業収益が８８億円追加されています。

（純経常行政コスト）

各会計・法人等を連結した結果、純経常行政コストは１５２億円追加され、

連結（純計）では、７９２億円となりました。



連結純資産変動計算書

■普通会計と比べて･･･

期首純資産残高は、７０５億円増加し、３,７０１億円となりました。当期

増減額は４２億円となり、期末純資産残高は、３,７４３億円となりました。

連結資金収支計算書

■普通会計と比べて･･･

（経常収支の部）

支出では、大阪府後期高齢者医療広域連合や国民健康保険事業特別会計、介

護保険事業特別会計などにより社会保障給付が４４７億円増加し６００億円と

なりました。また、国民健康保険事業特別会計などにより補助金等が８４億円

増加し１２２億円となりました。

なお、他会計への事務費等充当財源繰出支出は純計処理により相殺消去され

ています。

一方収入では、大阪府後期高齢者医療広域連合や国民健康保険事業特別会計

などにより分担金・負担金等が２１０億円増加し、２１７億円となりました。

また、国府補助金等においても、大阪府後期高齢者医療広域連合や国民健康保

険事業特別会計、介護保険事業特別会計などにより１７７億円増加し、２９４

億円となっています。

これらの結果、経常的収支額は１０億円増加し、１４３億円となり、公共資

産整備や地方債償還などに充当されることになります。



（公共資産整備収支の部）

支出では、公共資産整備支出が公共下水道事業特別会計や水道事業会計など

により３６億円増加し、７９億円となりました。

なお、他会計等への建設費充当財源繰出支出は純計処理により相殺消去され

ています。

一方収入では、地方債発行額が公共下水道事業特別会計などの市債発行によ

り、長期借入金借入額が土地開発公社の長期借入金借入により増加し、合わせ

て４１億円となりました。

、 、 、これらの結果 公共資産整備収支額は １６億円のマイナスとなりましたが

この不足額は、経常的収支額により賄われたことになります。

（投資・財務的収支の部）

支出では、公共下水道事業特別会計や水道事業会計などの地方債償還額が

４２億円増加し、９５億円となりました。

なお、他会計等への公債費充当財源繰出支出は純計処理により相殺消去され

ています。

これらの結果、投資・財務的収支額は、１２８億円のマイナスとなりました

が、この不足額は、経常的収支額により賄われたことになります。

（期末資金残高）

当年度資金増減額は１億円のマイナスとなり、期首資金残高９１億円から差

し引いた結果、期末資金残高は９０億円となりました。

なお、この期末資金残高９０億円は貸借対照表の資金と一致します。

※資金の範囲

普通会計資金収支計算書：歳計現金

連結資金収支計算書 ：歳計現金＋財政調整基金



■普通会計財務書類に対する連結財務諸表の割合（連単倍率）

普通会計の財務書類と特別会計や第３セクターなどの連結対象団体を加えた連結財務書類を

比較することで、連結対象団体が普通会計に与える影響がどれほどあるのかを見ることがで

きます。

　普通会計財務書類に対する連結財務書類の割合を見ると、行政コスト計算書の経常収益にお

いて大きな影響があるのがわかります。これは、国民健康保険事業特別会計などの保険料や、

公共下水道事業特別会計や水道事業会計の使用料などが要因です。

連結（純計）
　　　　(Ａ)

普通会計
　　  (Ｂ)

差引
(Ａ)-(Ｂ)

連単倍率
(Ａ)/(Ｂ)

370,075,004 1.38    

134,755,753 69,458,436 65,297,317 1.94    

139,024,384 

 経常行政コスト

 経常収益

 純経常行政コスト

509,099,388 

374,343,635 

財務書類及び区分

 資産

 負債

 純資産

 経常的収支

 公共資産整備収支

 投資・財務的収支

 当年度増減額

73,727,067 1.25    

123,650,702 66,760,799 56,889,903 1.85    

300,616,568 

44,488,014 2,782,810 41,705,204 15.99    

79,162,688 63,977,989 15,184,699 1.24    

△ 1,437,578 △ 161,943 1.11    

14,332,579 13,310,743 1,021,836 1.08    

普通会計財務書類に対する連結財務書類の割合（連単倍率）

△ 57,599 582,197 △ 639,796 △ 0.10    

△ 12,790,657 △ 11,290,968 △ 1,499,689 1.13    

△ 1,599,521 

行政コスト計算書

貸借対照表

資金収支計算書




